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令和７年度第１回安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会 次第 

日時 令和７年７月２４日（木）     

午後１時３０分から午後３時まで  

   場所 安城市役所さくら庁舎 第３６会議室 

 

１ 会長あいさつ 

                                      

２ 委員紹介・辞令交付 

 

３ 議題  

（１）あんジョイプラン１０の進捗状況について（報告）：資料Ｐ９～３６ 

（２）令和６年度介護保険事業特別会計決算（案）について（報告）：資料Ｐ３７

～３９ 

（３）介護予防支援事業所の新規指定について（報告）：資料Ｐ４０ 

（４）令和６年度地域包括支援センター事業の事業報告及び決算状況について（報

告）：資料Ｐ４１～４２ 

（５）介護予防支援業務の一部委託について（承認）：資料Ｐ４３ 

 

４ 顧問講評 

 

５ その他 

次回の開催について 

  予定のため、日程・会場等変更となる場合があります。 

日 時 令和８年３月３０日（月）午後１時３０分から 

場 所 安城市役所本庁舎 第１０会議室 
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安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会委員名簿 

安城市地域包括ケア協議会委員名簿 

委嘱期間 令和６年７月１日から３年間（令和７年７月１日現在） 

区分 職名 氏名 

学識経験者 安城市社会福祉協議会会長 ◎神谷 明文 

医療関係者 

安城市医師会会長 ○岡本 雅彦 

安城市歯科医師会会長  大場 茂 

安城市薬剤師会会長  服部 宏明 

安城更生病院事務部長  池田 真紀 

八千代病院事務長  山口 久代 

福祉関係者 

安城市民生・児童委員協議会会長  杉浦 正之 

安城市ボランティア連絡協議会会長    野上 三香子 

特別養護老人ホームひまわり・安城 施設

長 
 竹内 釈夫 

保健関係者 介護老人保健施設あおみ事務長  須藤 慶己 

被保険者代表 

安城市老人クラブ連合会副会長(第１部長)  冨田 裕明 

安城市町内会長連絡協議会副会長 神谷 京三郎 

公募市民  頴川 延枝 

公募市民    高雲 しのぶ 

介護サービス事

業者等 
デイネット会長  佐藤 健一 

◎会長 ○副会長 

 

安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会及び安城市地域包括ケア協議会 

顧問 

区分 職名 氏名 

顧問 日本福祉大学名誉教授/佐久大学教授 野口 定久 
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安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会事務局名簿 

令和７年度 

所属等 氏名 備考 

福祉部長 近藤 俊也  

福祉部次長 松村 誠  

福祉部高齢福祉課長 稲松 隆  

福祉部高齢福祉課主幹 徳田 晴美  

福祉部高齢福祉課長補佐兼地域支援係長 佐伯 景子  

福祉部高齢福祉課介護給付係長 奥吉 克樹  

福祉部高齢福祉課高齢福祉係長 松井 清至  

福祉部高齢福祉課介護保険係長 別府 達彦  

福祉部高齢福祉課介護審査係長 浅井 裕美  

福祉部高齢福祉課介護保険係専門主査 神谷 勇毅  

福祉部高齢福祉課地域支援係専門主査 岩永 耕一郎  

福祉部高齢福祉課介護保険係主事 山田 京  

 

オブザーバー 

所属等 氏名 備考 

社会福祉協議会総務課長 稲垣 豊彦  

社会福祉協議会地域福祉課長 小林 博史  

社会福祉協議会くらしサポート課長 野々山 行成  
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安城市附属機関の設置に関する条例 

 

平成 25 年 12 月 24 日安城市条例第 34 号 

改正 

令和 6 年 10 月 2 日安城市条例第 31 号 

 

安城市附属機関の設置に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるものの

ほか、地方自治法（昭和２２年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基づ

き、附属機関の設置に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 別表執行機関の欄に掲げる執行機関に、同表名称の欄に掲げる附属機関を

置く。 

（担任事務） 

第３条 附属機関の担任する事務は、別表担任事務の欄に掲げるとおりとする。 

（委員） 

第４条 附属機関の委員（以下この条において「委員」という。）の定数は、別表

委員定数の欄に掲げるとおりとする。 

２ 委員は、別表委員構成の欄に掲げる者のうちから、附属機関の属する執行機関

が委嘱し、又は任命する。 

３ 委員の任期は、別表委員任期の欄に掲げるとおりとし、再任を妨げない。委員

が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同

様とする。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項

は、当該附属機関の属する執行機関が別に定める。 

附 則 

１ この条例は、平成 26 年４月１日から施行する。 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 
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(１) 安城市特別職報酬等審議会条例（昭和 39 年条例第 44 号） 

(２) 安城市総合計画審議会条例（昭和 40 年条例第 19 号） 

(３) 安城市住居表示審議会条例（昭和 38 年条例第 28 号） 

(４) 安城市青少年問題協議会条例（昭和 34 年条例第 17 号） 

(５) 安城市スポーツ推進審議会条例（昭和 53 年安城市条例第 58 号） 

３ この条例の施行の際現にこの条例の規定により設置された附属機関に相当する

附属機関等（以下「旧附属機関等」という。）の委員である者は、この条例の施行

の日に、この条例の規定により設置された附属機関の委員として委嘱され、又は任

命されたものとみなす。この場合において、これらの委員の任期は、第４条第３項

前段の規定にかかわらず、旧附属機関等の委員の残任期間とする。 

附 則（平成 27 年３月 25 日安城市条例第１号） 

この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27 年９月 29 日安城市条例第 34 号）              

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 28 年９月 29 日安城市条例第 39 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 28 年 12 月 26 日安城市条例第 50 号） 

この条例は、平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29 年３月 24 日安城市条例第 12 号） 

この条例は、平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29 年９月 28 日安城市条例第 34 号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（安城市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

２ 安城市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

31 年条例第 18 号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成 30 年３月 27 日安城市条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 30 年６月 26 日安城市条例第 35 号） 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月 27 日安城市条例第１号） 

この条例は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月 30 日安城市条例第 31 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月 26 日安城市条例第１号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月 25 日安城市条例第 10 号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年９月 27 日安城市条例第 27 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年 10 月２日安城市条例第 31 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表（第２条－第４条関係） 

執 行

機関 
名称 担任事務 

委 員

定数 
委員構成 

委 員

任期 

市長 安城市介

護保険・

地域包括

支援セン

ター運営

協議会 

介護保険事業計

画及び高齢者福

祉計画の推進等

並びに地域包括

支援センターの

設置、運営等に

関する事項の調

査審議 

15 人

以内 

学識経験を有する者 

福祉、医療又は保健の関

係者 

介護サービス事業者又は

介護予防サービス事業者

を代表する者 

介護保険の被保険者 

その他市長が必要と認め

る者 

３年 
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安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会規則 

 

平成 26 年１月 24 日安城市規則第 12 号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、安城市附属機関の設置に関する条例（平成 25 年安城市条例

第 34 号）第５条の規定に基づき、安城市介護保険・地域包括支援センター運営協

議会（以下「協議会」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（職務） 

第２条 協議会は、市長の諮問に応じ、安城市附属機関の設置に関する条例別表に

定めるその担任する事務について、意見を述べるものとする。 

（会長及び副会長） 

第３条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選によって定め、副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（顧問） 

第４条 協議会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、学識経験を有する者のうちから市長が委嘱する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長は会議の

議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の

決するところによる。 

（関係者の出席等） 

第６条 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求めてその説

明若しくは意見を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（部会） 

第７条 協議会に部会を置くことができる。 
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２ 部会は、会長が指名する４人以内の委員で組織する。 

３ 協議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって、協議会の議決とす

ることができる。 

（部会長） 

第８条 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

２ 部会長は、部会を総理し、部会の議長となる。 

３ 部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長が指名す

る部会に属する委員が、その職務を代理する。 

（部会の会議） 

第９条 第５条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条

中「協議会」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」

とあるのは「部会に属する委員」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第 10 条 協議会の庶務は、福祉部高齢福祉課において処理する。 

（委任） 

第 11 条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議

会が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 26 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27 年８月３日安城市規則第 26 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 



【資料１①】 
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１ あんジョイプラン１０について 

「あんジョイプラン１０」は、老人福祉法に基づく「高齢者福祉計画（老人福

祉計画）」と介護保険法に基づく「介護保険事業計画」を一体的に作成したもの

です。 

 

○介護保険事業計画（計画期間：令和６年度～令和８年度（３年間））：介護保険サー

ビスの種類ごとの見込量等について定めるなど、介護保険事業運営の基本となる計

画です。  

○高齢者福祉計画（計画期間：令和６年度～令和１１年度（６年間））：地域における

すべての高齢者の福祉全般にわたる施策を含む計画です。 

 

２ 計画の体系について 

基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの３つをキーワードとし、プライバシーや個人の尊厳が保たれ、健

康で生きがいを持って住み慣れた地域で安心して暮らせる「地域共生社会」

の実現を目指します。 

あんジョイプラン１０ 

（第９次安城市高齢者福祉計画・第９期安城市介護保険事業計画） 

進捗状況報告書 

－令和６年度（計画１年目）－ 

市民が自助努力 

していく観点から 

生きがい 

市民・地域が共助する 

社会の構築に向け 

ふれあい 

行政が公助のシステムを 

責任を持って構築する 

安心 



【資料１①】 
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※地域共生社会：制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」とい
う関係を超えて、住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源
が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きが
い、地域をともに創っていく社会のことです。 

 

（１）計画の体系及び重点施策 

基本目標 施 策 

１ 

健康と生きがいづくり、 

介護予防の推進 

★１－１ 介護予防と生活支援の充実 

１－２ 健康づくりの推進 

１－３ 生きがいづくりの支援 

２ 

地域でふれあい、安心して 

生活できるまちづくりの推進 

２－１ 住民主体の地域福祉活動の支援 

★２－２ 在宅生活の支援 

２－３ 認知症施策の推進 

★２－４ 介護者に対する支援 

２－５ 医療と介護連携の推進 

２－６ 権利擁護等 

３ 

介護保険サービスの質の向上 

と制度の円滑な運用 

★３－１ 介護人材の確保・離職防止 

★３－２ 的確で質の高いサービスの提供 

３－３ 介護保険事業の円滑な運営 

３－４ 保険者機能の強化 

重点施策 

★１－１ 介護予防と生活支援の充実 

介護予防とは、高齢者が要介護状態になることをできるだけ遅らせるか、防ぐために

行う取り組みです。本市では、要介護者の認定者数は徐々に増えてきており、今後、さら

なる高齢化が進む中で、介護予防・日常生活支援総合事業を推進するとともに、高齢者が、

健康づくりや生きがいづくりを通じて、自分らしく暮らしながら健康で元気に過ごすこ

とができるよう、生活支援の体制を充実していく必要があります。 

★２－２ 在宅生活の支援   

★２－４ 介護者に対する支援 

自宅で介護を受ける場合は、家族の協力が必要不可欠です。本市では、住み慣れた地

域で安心して生活を継続できるよう、在宅生活の支援の充実を図ります。そして、家族介

護者の負担を軽減するための支援を行い、介護の分野だけでは対応が困難な複雑かつ複

合的な地域生活課題を抱えている世帯に対応できる相談体制を整備します。 

★３－１ 介護人材の確保・離職防止 

★３－２ 的確で質の高いサービスの提供 



【資料１①】 
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本市では、県や介護サービス事業者等と連携し、多様な介護人材の確保・離職防止に

取り組みます。そして、介護給付適正化事業に取り組み、介護事業者に対して適切に指導・

監督を行います。また、介護現場の負担軽減、サービスの質の向上・生産性の向上を目的

として、生成ＡＩやデジタル技術、介護ロボットの活用を図ります。 

 

３ 進捗状況報告書の内容 

（１） 進捗状況報告書においては、本計画に位置付けられた個別の事業の進捗状況を

「施策・個別事業」（資料１－２・１－３）、「介護保険事業計画」（資料１－４）、に沿って、

各事業の進捗状況を記載しています。「施設整備計画」については、あんジョイプラ

ン 10 の期間においては、整備する施設がありませんので、省略させていただきま

す。 

（２） 「施策・個別事業」については、本計画書の第４章に沿って基本目標に位置付けられ

た事業として、「健康と生きがいづくり、介護予防の推進」３０事業、「地域でふれあ

い、安心して生活できるまちづくりの推進」４９事業、「介護保険サービスの質の向上

と制度の円滑な運用」１８事業の計９７事業を掲載しています。各事業において、計

画目標を掲げたものは実績及び計画目標の達成率を、計画目標を掲げていないも

のについては実施状況を記載しました。また、進捗状況の結果に対する事業評価を

記載しています。 



【資料１②】

あんジョイプラン１０　数値目標一覧表（令和６年度～令和８年度）
事業
番号

個別事業名 事業内容（数値で管理できるもの） 令和6 令和7 令和8 令和６ 令和７ 令和８ 計画目標値

1-1-3 短期集中型介護予防サービス 短期集中型介護予防サービス利用者実人数（人） 142 0 0 129% - - 110

1-1-5
自立支援サポート会議～みんなでもう一歩
～

自立支援サポート会議での会議の件数（件） 8 0 0 80% - - 10

1-1-8 地域介護予防活動支援事業 町内健康体操教室実施か所数（か所） 62 0 0 105% - - 59

1-1-9 地域リハビリテーション活動支援事業 地域リハビリテーション活動支援事業実施数（回 116 0 0 77% - - 150

1-1-10 地域ケア会議 地域ケア個別会議の開催回数（困難ケース解決型）（回） 79 0 0 88% - - 90

1-1-10 地域ケア会議 地域ケア個別会議の開催回数（自立支援検討型）（回） 52 0 0 43% - - 120

1-1-11 生活支援サービスの体制整備 認定者、事業対象者を主な対象とした住民活動（団体） 11 0 0 69% - - 16

1-1-13 高齢者地域生活支援促進事業 高齢者地域生活支援促進事業利用団体（団体） 66 0 0 97% - - 68

1-2-1 後期高齢者医療健康診査・特定健康診査 後期高齢者医療健康診査実施率（％） 46% 0% 0% 95% - - 48%

1-3-1 老人クラブへの支援 老人クラブ数（団体数） 89 0 0 105% - - 85

1-3-1 老人クラブへの支援 会員数（人） 8,170 0 0 113% - - 7,200

1-3-4 高齢者社会参加促進事業 あんくるバス後期高齢者月平均利用者数（人） 14,959 0 0 76% - - 19,699

1-3-5
シルバー人材センターの支援・雇用の場の
確保

シルバー人材センター登録会員数（人） 1,043 0 0 85% - - 1,227

1-3-8 高齢者教室 高齢者教室の教室数（教室） 11 0 0 100% - - 11

1-3-9 シルバーカレッジ シルバーカレッジのクラス数（クラス） 2 0 0 100% - - 2

1-3-10 地域における高齢者スポーツの推進 高齢者向けスクールの参加者数（人） 126 0 0 105% - - 120

1-3-10 地域における高齢者スポーツの推進 歩け・ランニング運動の参加者数（人） 4,768 0 0 62% - - 7,700

1-3-10 地域における高齢者スポーツの推進 おはよう！ふれあいラジオ体操会の参加者数（人） 20,700 0 0 104% - - 20,000

1-3-11 「農」のある暮らしの促進 野菜づくり入門コース実施数（講座） 2 0 0 100% - - 2

1-3-12 福祉センター講座 福祉センター講座数（講座） 78 0 0 142% - - 55

1-3-12 福祉センター講座 福祉センター講座受講者数（人） 4,688 0 0 127% - - 3,700

1-3-13 福祉センターサロン 福祉センターサロン数（サロン） 79 0 0 122% - - 65

1-3-13 福祉センターサロン 福祉センターサロン参加者数（人） 31,331 0 0 139% - - 22,500

2-1-4 サロンの開催支援 月１回以上開催のサロン数（団体） 220 0 0 105% - - 210

2-1-5
住民組織と福祉団体・福祉事業者とのマッ
チング

住民組織と福祉団体・福祉事業者とのマッチング件数（件） 154 0 0 103% - - 150

2-2-1 高齢者外出支援サービス事業 高齢者外出支援サービス事業 チケット交付者数（人） 1,874 0 0 90% - - 2,088

2-2-4 寝具乾燥事業 寝具乾燥事業の利用者数（人） 66 0 0 127% - - 52

2-2-5 訪問理容サービス事業 訪問理容サービス事業 延利用者数（人） 57 0 0 81% - - 70

2-2-7 高齢者軽度生活援助事業 高齢者軽度生活援助事業 月延利用者数（人） 1,360 0 0 96% - - 1,420

2-2-9 友愛訪問事業 友愛訪問事業 訪問者数（人） 164 0 0 96% - - 170

2-2-10 福祉電話事業（電話訪問サービス） 福祉電話事業（電話訪問サービス）利用者数（人） 74 0 0 99% - - 75

2-2-11 緊急通報装置設置事業 緊急通報装置設置数（台） 405 0 0 90% - - 450

2-2-13 高齢者給食サービス事業 高齢者給食サービス配食数（食） 112,442 0 0 100% - - 112,000

2-2-13 高齢者給食サービス事業 特別食（人） 32 0 0 84% - - 38

2-2-13 高齢者給食サービス事業 普通食（人） 765 0 0 90% - - 850

2-2-15 人にやさしい住宅リフォーム費助成事業 住宅リフォーム費助成実施数（件） 195 0 0 93% - - 210

2-2-16 家具転倒防止器具取付事業 家具転倒防止器具取付設置数（世帯） 12 0 0 100% - - 12

2-2-20 地域ぐるみの防災活動の推進 自主防災訓練への参加者数（人） 11,043 0 0 74% - - 15,000

2-2-20 地域ぐるみの防災活動の推進 自主防災訓練の実施率（実施組織／全組織：７３）（％） 75% 0% 0% 75% - - 100%

2-2-23 防犯啓発活動の推進 高齢者対象の防犯教室の参加者数（人） 870 0 0 83% - - 1,050

2-2-24 交通安全啓発活動の推進 交通安全教室参加者数（人） 808 0 0 88% - - 920

2-2-24 交通安全啓発活動の推進 交通安全研修会参加者数（人） 98 0 0 89% - - 110

2-3-2 認知症高齢者見守り事業 見つかるつながるネットワーク登録者数（累計：人） 342 0 0 76% - - 450

2-3-3 認知症サポーターの養成と活用 認知症サポーター養成講座（回） 29 0 0 116% - - 25

2-3-3 認知症サポーターの養成と活用 認知症サポーターステップアップ講座修了者数（累計：人） 156 0 0 89% - - 175

2-3-4 認知症カフェの充実 認知症カフェか所数（累計：か所） 12 0 0 86% - - 14

2-4-2 おむつ費用助成事業 おむつ費用助成事業（人） 543 0 0 95% - - 570

2-5-3 ICT を活用した情報連携 サルビー見守りネット登録療養者数（人） 1,017 0 0 102% - - 1,000

3-1-4 介護関連資格取得等補助 介護関連資格取得補助事業交付件数（件） 12 0 0 120% - - 10

3-2-1 介護給付等費用適正化事業 ケアプランチェック実施事業者数（か所／年） 4 0 0 40% - - 10

3-2-2 介護サービス事業者等への指導・監督 介護サービス事業者等への運営指導数（件） 49 0 0 94% - - 52

3-2-3 ケアプラン指導研修事業 ケアプラン指導研修会開催数（回） 4 0 0 100% - - 4

3-2-4 介護サービス相談員派遣事業 介護サービス相談員派遣数（回） 239 0 0 53% - - 450

3-2-4 介護サービス相談員派遣事業 介護サービス相談員への相談数（人） 2,752 0 0 56% - - 4,900

集計 項目数：54 22 0 0

計画比(達成率)実績
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【資料１③】
あんジョイプラン１０（第９次安城市高齢者福祉計画・第９期安城市介護保険事業計画）

　第４章　施策・個別事業

事業ＮＯ 1-1-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-3

≪事業の進捗状況≫

計画目標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８
対計画
Ｒ６

対計画
Ｒ７

対計画
Ｒ８ 令和８年度

142 129% - - 110

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-4

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-5

≪事業の進捗状況≫

計画目標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８
対計画
Ｒ６

対計画
Ｒ７

対計画
Ｒ８ 令和８年度

8 80% - - 10

≪事業評価≫

令和６年度

訪問型サービス事業

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課 高齢福祉課

介護予防訪問サービス事業所数（旧来相当訪問介護）20か所。年間利用者数のべ2,631人
生活支援訪問サービス事業所数（訪問型サービスA） 12か所。年間利用者数のべ418人
住民主体による支援（訪問型サービスB）11か所。年間利用者数のべ828人（のべ人数が把握できない所
は実人数）

介護予防訪問サービス、生活支援訪問サービスの利用者について、どちらも減っている。
住民主体による支援（訪問型サービスB）は逓増しており、互助の概念は順調に広まっています。

基本計画の位置づけ

実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

介護予防ケアマネジメント

基本計画の位置づけ

８つの地域包括支援センターで介護予防ケアマネジメントを行い介護予防ケアプラン等を作成していま
す。令和５年度は19,496件に対し、令和６年度は20,507件と1,011件増加しています。

地域包括支援センターが、要支援認定者及び事業対象者に対して総合事業によるサービス等が適切に提
供できるように、自立支援の視点によるアセスメントやケアプランの作成等のケアマネジメントを行い
ました。

1-1　介護予防と生活支援の充実

高齢福祉課

通所型サービス事業

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課 高齢福祉課

介護予防通所サービス事業所数（旧来相当）35か所。年間利用者数のべ8,757人
生活支援通所サービス事業所数（通所型サービスA）13か所。年間利用者数のべ359人
住民主体による通所型サービス（通所型サービスB）なし

介護予防通所サービスは利用者数が増加しています。
通所型サービスBは対象者が要支援者等に限定されており、利用者の正確な把握が難しいため実績が伸
びないものの、一般介護予防事業としての通いの場活動で同様のサービス提供はできています。

短期集中型介護予防サービス

区　　　分

担当課

自立支援サポート会議～みんなでもう一歩～

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

自立支援サポート会議での会議
の件数（件）

日常生活に支障のある生活行為を改善し、介護予防に取り組めるよう、リハビリの専門職が３か月から
６か月の短期間に集中して支援をするものです。効果を高めるため、利用者をサービス終了後に地域の
「通いの場」につなげるなど、活動的な生活が送れるように地域包括支援センター及び生活支援コー
ディネーターと連携して実施しました。

1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課 高齢福祉課

自立型ケアマネジメントの強化、多職種の視点によるケアの質の向上を目的としています。個別の事例
から高齢者の生活課題を把握し、地域課題の検討にもつなげていくことを目指し、事例からインフォー
マル資源や専門職からの提案を共有しながら実施しました。

短期集中型介護予防サービス利
用者実人数（人）
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【資料１③】

事業ＮＯ 1-1-6

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-7

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-8

≪事業の進捗状況≫

計画目標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８
対計画
Ｒ６

対計画
Ｒ７

対計画
Ｒ８ 令和８年度

62 105% - - 59

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-9

≪事業の進捗状況≫

計画目標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８
対計画
Ｒ６

対計画
Ｒ７

対計画
Ｒ８ 令和８年度

116 77% - - 150

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-10

≪事業の進捗状況≫

計画目標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８
対計画
Ｒ６

対計画
Ｒ７

対計画
Ｒ８ 令和８年度

79 88% - - 90

52 43% - - 120

≪事業評価≫

令和６年度

地域介護予防活動支援事業

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

高齢福祉課　国保年金課　健康推進課

介護予防把握事業

基本計画の位置づけ

各地域包括支援センターにおいて相談や実態把握の場などで基本チェックリストを活用し、早期の対応
が望ましい高齢者の把握に努めました。総合事業対象者374件のうち、運動器の機能低下が見られる事
業対象者は326件でした。

高齢福祉課　健康推進課

1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課

介護予防・日常生活支援総合事業として、地域包括支援センターにおいて基本チェックリストを実施
し、総合事業対象者として374件認定しました。

担当課 高齢福祉課　社会福祉協議会

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

町内健康体操教室実施か所数
（か所）

地域ケア会議

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

地域ケア個別会議の開催回数
（困難ケース解決型）（回）

【高齢福祉課】
すべての福祉センターにおいて介護予防に関する講座（すっきり・しゃっきり健康教室等）を開催しま
した。また、町内公民館等に体操講師等を派遣し（町内健康体操教室）、筋力の維持向上のための体操
や認知症予防のための指導等を行い、健康づくりへの意識高揚を図るとともに、高齢者が要介護状態等
になることを予防するよう取り組みました。概ね計画どおり実施できています。
【社会福祉協議会】
町内健康体操教室では、住民主体で実施できるよう町内会等に働きかけを継続しています。

地域リハビリテーション活動支援事業

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

各地区の実態に合わせ個別会議を開催し、課題の抽出を行いました。また、各中学校区ごとで地区会議
を開催し、課題解決に向けて取り組みました。今後も地域ケア推進会議を核とする多職種の精力的な取
組みにより、顔の見える関係づくりから地域課題の解決を目指していきます。

地域ケア個別会議の開催回数
（自立支援検討型）（回）

介護予防普及啓発事業

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課

（高齢福祉課）介護保険証送付用封筒等の裏面にフレイル予防に関する内容を記載するなど、無関心層
への介護予防の普及啓発をしました。また、地域包括支援センターにおいても、チラシ等の作成や、地
域で開催されているサロンなどに参加し、介護予防の普及啓発をしています。

（高齢福祉課）できるだけ多くの方に対し、必要な情報を効果的に提供できるようにという視点で、
様々な機会や手段を通じて介護予防の普及啓発を行いました。

高齢福祉課

地域リハビリテーション活動支
援事業実施数（回）

地域の介護予防活動の担い手の育成や、支援を必要とする人への対応力の向上及び介護予防の取組みを
強化するため、住民主体の「通いの場」へのリハビリ専門職等による助言等や関係機関との意見交換を
実施しました。
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【資料１③】

事業ＮＯ 1-1-11

≪事業の進捗状況≫

計画目標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８
対計画
Ｒ６

対計画
Ｒ７

対計画
Ｒ８ 令和８年度

11 69% - - 16

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-12

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-1-13

≪事業の進捗状況≫

計画目標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８
対計画
Ｒ６

対計画
Ｒ７

対計画
Ｒ８ 令和８年度

66 97% - - 68

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-2-1

≪事業の進捗状況≫

計画目標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８
対計画
Ｒ６

対計画
Ｒ７

対計画
Ｒ８ 令和８年度

45.8% 95.4% - - 48.0%

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-2-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施

医療・健診・介護等のデータから導き出した地域の健康課題に対し、全８中学校区で保健事業と介護予
防事業の一体的な実施について取り組むことができた。今後も関係課及び関係機関と協力をして、後期
高齢者についてより効果的な取組ができるよう内容を見直しながら継続実施して行く。

基本計画の位置づけ 1-2　健康づくりの推進

担当課

生活支援サービスの体制整備

担当課 高齢福祉課

養成したサポーターの活用が課題であり、新たに養成したサポーターを含め効果的な活用方法を検討し
ていきます。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

認定者、事業対象者を主な対象
とした住民活動（団体））

生活支援団体の交流や情報交換を行い活動の改善に向け検討する機会を設けることができました。福祉
事業所と地域、また福祉事業所同士のネットワークづくりを目的とした会議を開催したり、認知症支援
者や当事者同士の意見交換など、それぞれのテーマに沿って今後の活動について検討することができま
した。

実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

担当課

高齢者地域生活支援促進事業利
用団体（団体）

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

担当課 高齢福祉課　社会福祉協議会

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

1-2　健康づくりの推進

66団体の申請があり、うち10団体が新規で創設されました。予定どおり団体数が増加しています。今後
は、支援している団体が自立できるよう、働きかけを進めていきます。

後期高齢者医療健康診査・特定健康診査

基本計画の位置づけ

国保年金課　高齢福祉課　社会福祉協議会　健康推進課

令和５年度の２中学校区における先行実施から令和６年度は全８中学校区へ展開し、個別支援（ハイリ
スクアプローチ）と通いの場への積極的な関与（ポピュレーションアプローチ）を実施した。

後期高齢者医療健康診査実施率（％）

生活習慣病を早期に発見することにより、適切に医療につなげて重症化を予防するよう健診を提供。令
和５年度から継続実施した後期高齢者医療健診未受診者に対する健診受診勧奨の効果もあり、受診率は
前年度より0.1％上昇した。今後も受診勧奨を継続し、さらなる受診率向上を目指す。

あんジョイ生活サポーター養成研修事業

高齢者地域生活支援促進事業

基本計画の位置づけ 1-1　介護予防と生活支援の充実

国保年金課　健康推進課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

令和６年度は新たに18名のサポーターを養成しました。これまでに養成したサポーターは324名です。

担当課 高齢福祉課

区　　　分
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【資料１③】

事業ＮＯ 1-2-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-1

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

89 105% - - 85

8,170 113% - - 7,200

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-4

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

14,959 76% - - 19,699

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-5

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

1,043 85% - - 1,227

≪事業評価≫

令和６年度
体調不良等による退会者が増加した一方で、町内会回覧や新聞折込を活用した入会キャンペーンを実施
し会員数拡大に取り組み入会者が増加しました。今後も会員数拡大につながるよう周知活動を継続しま
す。

11路線での運行を継続して行い、利用者はコロナ前である令和元年を超える利用がありました。

高齢者社会参加促進事業

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

シルバー人材センターの支援・雇用の場の確保

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

シルバー人材センター登録会員数（人）

担当課 高齢福祉課

利用者数はコロナ禍前の数値に戻りましたが、横ばいの状況です。今後も利用者数増加につながるよう
周知活動を継続します。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

あんくるバス後期高齢者月平均
利用者数（人）

担当課 都市計画課

運行事業者との連携を密にし、市民の移動手段である、あんくるバスを運行しました。
Ｒ６あんくるバス利用者数：583,478人

路線バスの運行の存続を支援するため、市からの補助以外に国庫補助も活用し、財政負担の軽減を図り
ました。

運行事業者への支援を継続して行い、2路線の運行を維持するとともに、岡崎・安城線の利用者増加の
ため、市内の商業施設に立ち寄れるルートに変更しました。

健康相談

基本計画の位置づけ 1-2　健康づくりの推進

担当課 健康推進課

健康相談は、増加しています。必要に応じて専門の相談窓口につなぐなど、今後も身近な相談機関とし
て対応していきます。

老人クラブへの支援

健康相談710人、栄養相談人数483人

会員数（人）

あんくるバス運行事業

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

老人クラブの魅力について、市の広報などを利用して周知しましたが、会員数の減少を止めることに苦
慮しています。

路線バス補助事業

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 都市計画課

老人クラブ数（団体数）

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率
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【資料１③】

事業ＮＯ 1-3-6

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-7

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-8

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

11 100% - - 11

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-9

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

2 100% - - 2

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-10

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

126 105% - - 120

4,768 62% - - 7,700

20,700 104% - - 20,000

≪事業評価≫

令和６年度

シルバーカレッジ

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 生涯学習課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

シルバーカレッジのクラス数
（クラス）

多彩な講座により、自己啓発及び新しい仲間づくりの場となっています。講座以外にも自主的に集ま
り、様々な活動を実施している姿が見られました。卒業後においても一部では活動を継続しています。

地域における高齢者スポーツの推進

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 スポーツ課

広報あんじょうや市ウェブサイトを通じて各種事業に関する情報提供を行い、事業を実施しました。引
き続き、高齢者が気軽にスポーツを始めるきっかけづくりの提供に努めます。

おはよう！ふれあいラジオ体操
会の参加者数（人）

今後も市民活動のＰＲや市民活動に関わる様々な支援を継続的に行う。

高齢者教室

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 生涯学習課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

高齢者教室の教室数（教室）

多彩な分野の講座を企画し、ほぼ計画目標どおり実施することができました。また、各公民館10回程度
の連続講座で、受講生同士のつながりをつくることができました。

市民活動センター事業

ボランティアセンター事業

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 社会福祉協議会

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 市民協働課

広報あんじょうやイベント等にて市民活動に関するＰＲをし、市民活動への参加のきっかけづくりを
行った。また、活動場所の提供、市民活動に関する講座の開催、相談等の支援をした。

ボランティア養成講座を１０件開催しました。甚大な被害に遭われた能登半島地震被災地にバスでボラ
ンティアを派遣しました。
また、新たな取り組みとして、個人ボランティア同士の情報交換会・交流会を開催しました。公式LINE
の運用に関して、月１回のボランティア情報定期配信から、必要に応じての随時発信に情報提供の機会
を拡充しました。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

高齢者向けスクールの参加者数
（人）
歩け・ランニング運動の参加者
数（人）

能登半島被災地へのボランティア派遣では、高校生から高齢者まで幅広い世代の参加を得ることができ
ました。個人ボランティア同士の情報交換会・交流会を開催することで、個人ボランティアが互いの悩
みや活動状況を共有でき、つながりを作る契機となりました。LINEによる情報提供を随時行うことで、
多くのボランティア情報を提供できました。
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【資料１③】

事業ＮＯ 1-3-11

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

2 100% - - 2

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-12

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

78 142% - - 55

4,688 127% - - 3,700

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-13

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

79 122% - - 65

31,331 139% - - 22,500

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 1-3-14

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-1-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

スマホ講座の開催等やスマホ活用ガイドブックによるデジタル活用支援の実施

関係機関と連携し、地域性に応じた住民による地域福祉活動の提案などを行いました。また、各地区に
地区社協事務局を配置することで、身近な相談窓口として、活動者へ見守り活動やサロン活動などの助
言を行うことができました。

担当課 経営情報課

スマホ講座及び相談会の開催（延べ受講者数：1,205人　コマ数：160コマ）
デジタル活用ブックの作成（福祉センターへ配布、市公式ウェブサイトに掲載）

多くの方に講座等を受講をいただくことで、デジタルに不慣れな人が安心してデジタル機器を利活用で
き、デジタル化による利便性を享受できるための取り組みができた。
スマートフォンを安全に活用するためのデジタル活用ブックを作成及び配布をすることで、安心してデ
ジタル機器を利活用できるための注意喚起ができた。

地区社協の活動の支援

基本計画の位置づけ 2-1　住民主体の地域福祉活動の支援

担当課 社会福祉協議会

８地区の福祉センターに地区社協事務局および担当職員を配置し、地域の関係機関と連携して住民によ
る地域福祉活動の支援や各種事業を行いました。

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 農務課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

野菜づくり入門コース実施数
（講座）

アグリライフ支援センターにおいて、野菜づくり等、農業の基礎を学ぶ入門コースを春夏・秋冬の計２
回実施し、延べ49名が受講しました。全講義の8割以上出席した者に授与される修了証は、延べ48人が
授与できました。

福祉センター講座

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 社会福祉協議会

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

福祉センターサロン数（サロ
ン）

福祉センターサロン参加者数
（人）

福祉センター講座受講者数
（人）

福祉センターサロン

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援

担当課 社会福祉協議会

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

福祉センター講座数（講座）

出欠報告の必要が無く、自由参加形式のサロンは人気があるため、参加者のニーズに合わせ運動系・文
化系のサロンの数を増やした。

通年で行っていた講座を前期・後期と分け、年度途中でも参加しやすい工夫をした。また、利用者の
ニーズに合わせて単発の講座を企画した。

「農」のある暮らしの促進

基本計画の位置づけ 1-3　生きがいづくりの支援
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【資料１③】

２　地域における支え合いと社会参加の推進

事業ＮＯ 2-1-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-1-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-1-4

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

220 105% - - 210

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-1-5

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

154 103% - - 150

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-1-6

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

住民組織と福祉団体・福祉事業者とのマッチング

社会福祉協議会

町内福祉委員会の見守り活動を強化するため、地域見守り活動チェックリストの見直しを行いました。
また、特定の町内福祉委員会に対し、過去の実績等から分析調査し、見守り活動のより一層の推進を図
りました。

地域見守り活動の推進

基本計画の位置づけ 2-1　住民主体の地域福祉活動の支援

担当課

基本計画の位置づけ 2-1　住民主体の地域福祉活動の支援

担当課 高齢福祉課　社会福祉協議会

町内福祉委員会活動を通じて地域課題や取り組みを整理しました。また、地区社協勉強会など地域福祉
活動の啓発を行い、地域の状況に応じた住民による主体的な地域福祉活動を支援することができまし
た。

第５次安城市地域福祉計画の策定に合わせ作成された各町内福祉委員会による町内福祉活動計画の推進
を支援しました。

町内福祉委員会や地域ボランティア等が月１回以上開催を計画したサロン数は２２０箇所ありました。

全町内福祉委員会を継続支援する中で、現状に合わせた見守り活動を推進し、見守り活動体制の見直し
と充実を図ることができました。

サロンの開催支援

基本計画の位置づけ 2-1　住民主体の地域福祉活動の支援

担当課 社会福祉協議会

高齢者見守り事業者ネットワーク事業

基本計画の位置づけ 2-1　住民主体の地域福祉活動の支援

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

住民組織と福祉団体・福祉事業
者とのマッチング件数（件）

地区単位でマッチングにつながる情報交換ができる場を開催するとともに、各地区に配置した生活支援
コーディネーターによる地域ニーズに応じた活動のマッチングを随時実施しました。

町内福祉委員会の活動の支援

基本計画の位置づけ 2-1　住民主体の地域福祉活動の支援

担当課 社会福祉協議会

高齢者の異変に気づきやすい金融機関や、定期的に家庭を訪問する新聞配達店及び宅配業者などからの
通報は、地域包括支援センターや社会福祉協議会と連携することで早期支援や安否確認に結びついてい
ます。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

月１回以上開催のサロン数（団
体）

累計は47事業所で増減ありません。
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【資料１③】

事業ＮＯ 2-1-7

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-1

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

1,874 1 - - 2,088

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-4

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

66 127% - - 52

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-5

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

57 81% - - 70

≪事業評価≫

令和６年度

高齢者外出支援サービス事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

交付者数は年々増えています。引き続き交付者数増加につながるよう周知活動を継続します。

担当課 社会福祉協議会

市内にある店舗や事業所などに働きかけ、高齢者等の見守り支援や生活支援への協力依頼を継続し、市
内全域で577箇所の店舗や事業所等に登録していただきました。

【地域支援係】
協力店の日ごろの業務から高齢者等の変化に気づいた際には連絡を受け、地域包括支援センターや社会
福祉協議会と連携することで支援に結びついています。
【社会福祉協議会】
生活支援・見守り協力店に登録の趣旨を理解していただき、連絡時には速やかに情報共有や連携が図れ
るよう信頼関係構築に努め、結果として見守り支援、生活支援体制の強化になりました。

生活支援・見守り協力店事業

基本計画の位置づけ 2-1　住民主体の地域福祉活動の支援

担当課 社会福祉協議会

８地区の各福祉センター及び社会福祉会館で車いすを無料で貸出し、利用者の移動手段として活用され
ました。利用回数は789回で、昨年度に比べ増加しています。

昨年度（754回）と比べ増加しており、外出支援を図ることができました。引き続き活用してもらえる
よう広報に努めます。

昨年度（859回）と比べ増加しており、外出支援を図ることができました。引き続き活用してもらえる
よう広報に努めます。

車いす貸出事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

車いす移送車サルビア号貸出事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 社会福祉協議会

事業の周知に努めた結果、昨年度に比べ利用者数は増加しました。

目標値を上回りましたが、今後も必要としている方の利用につながるよう啓発に努めます。

訪問理容サービス事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

寝具乾燥事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

寝具乾燥事業の利用者数（人）

８地区の各福祉センターで計９台の車いす移送車を無料で貸出し、市民の外出の支援をしました。利用
回数は916回で、昨年度に比べ増加しています。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

高齢者外出支援サービス事業 チ
ケット交付者数（人）

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

訪問理容サービス事業 延利用者
数（人）
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【資料１③】

事業ＮＯ 2-2-6

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-7

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

1,360 1 - - 1,420

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-8

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-9

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

164 96% - - 170

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-10

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

74 99% - - 75

≪事業評価≫

令和６年度

障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加に伴い、家事援助等を必要とする利用者が増えていま
す。今後は、総合事業における住民主体サービスの進展を踏まえつつ、事業の在り方を検討していきま
す。

日常生活用具給付貸与事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

高齢者軽度生活援助事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

担当課 高齢福祉課　障害福祉課

介護保険制度の円滑な実施を図るための事業であり、障害者施策から移ってきた人が、軽減された負担
金で介護サービスを受けられる制度であり、今後も必要です。

福祉電話事業（電話訪問サービス）

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

友愛訪問は老人クラブにより実施をしています。近年、老人クラブの友愛訪問者数は減少傾向にありま
すが、ひとり暮らし高齢者は増加傾向にありますので、老人クラブ会長会議等において啓発をおこなっ
ていきます。

生活様式の洋風化が進み、介護支援ベット貸与の実績数が減少しているが、杖の給付本数は増加してい
るため引き続き事業を継続していきます。

友愛訪問事業

ひとり暮らし高齢者が増加しているなか、利用者は減少していますので、利用者の継続や新規利用者を
増やす方策について検討する必要があります。

令和６年度において、制度移行措置対象者がいなかったため、実績はありませんでした。

介護支援ベット貸与の実績数が減少しています。新しく利用を希望する高齢者が減少する一方、利用者
は長期化しています。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

高齢者軽度生活援助事業 月延利
用者数（人）

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

友愛訪問事業 訪問者数（人）

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

福祉電話事業（電話訪問サービ
ス）利用者数（人）
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【資料１③】

事業ＮＯ 2-2-11

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

405 90% - - 450

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-12

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-13

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

112,442 100% - - 112,000

32 84% - - 38

765 90% - - 850

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-14

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-15

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

195 93% - - 210

≪事業評価≫

令和６年度

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 社会福祉協議会

合鍵を預かることにより、安否確認や紛失時等に対応できる安心感を利用者に抱いてもらうことができ
ています。

近年、設置件数は横ばい傾向ですが、相談や救急搬送につながっている通報が多くあり、安心できる在
宅生活に寄与しています。

鍵の預かり事業

緊急通報装置設置事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

自宅玄関の合鍵を預かり保管するとともに、市や社協等が行う安否確認や紛失時等に対応しました。新
規登録は3件ありましたが、安否確認等の緊急時対応は0件でした。

高齢者給食サービス配食数
（食）

受給者数、配食数ともに増加傾向にありますが、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯は年々増加し
ており、本事業を必要とする方は多いと考えられますので、今後も引き続き事業周知に努めます。

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

高齢者給食サービス事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

人にやさしい住宅リフォーム費助成事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

住宅リフォーム費助成実施数
（件）

担当課 高齢福祉課　社会福祉協議会

生活援助員が定期的に訪問することで、相談役になることがあり、他の福祉サービスにつなげたケース
が多々ありました。

県営古井住宅に居住する１９世帯、県営依佐美住宅に居住する２４世帯、県営桜井住宅に居住する１１
世帯の高齢者に対して生活援助員を派遣して、生活指導、相談、安否の確認、一時的な家事援助、緊急
時の対応等のサービスを提供しました。

特別食（人）

普通食（人）

介護保険サービスを補完する事業としての認知度が上がり、近年増加傾向にありましたが、今年度は微
減となりました。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

緊急通報装置設置数（台）

22



【資料１③】

事業ＮＯ 2-2-16

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

12 100% - - 12

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-17

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-18

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-19

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-20

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

11,043 74% - - 15,000

75.3% 75.3% - - 100.0%

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-21

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく各制度の周知

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 建築課　高齢福祉課

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 建築課

既存市営住宅については、安城市市営住宅長寿命化計画に基づき、修繕・建替を行います。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

家具転倒防止器具取付設置数
（世帯）

昨年度に比べ大きく増加しました。このまま進捗するよう啓発活動に努めていきます。

市営住宅建設事業

家具転倒防止器具取付事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 高齢福祉課

担当課 高齢福祉課

包括支援センターからの相談があり、利用者は３人でした。

周知活動により相談件数が増加し、必要な高齢者に支援を行った。

サービス付き高齢者住宅については高齢福祉課と情報共有している。
愛知県あんしん賃貸支援事業（高齢者等を受け入れることとして登録された民間住宅に関する情報提供
や、高齢者等の入居をサポートする事業）の情報を市公式ウェブサイトで紹介しました。

今後も継続して実施します。

高齢者中短期入所生活支援事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

５５組織で訓練が実施された。令和７年度、実施率の向上に努める。

地区防災計画策定支援事業

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 危機管理課

地域ぐるみの防災活動の推進

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 危機管理課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

自主防災訓練への参加者数
（人）

地区防災計画の策定支援は令和３年度から実施され、計１６の地区防災計画が策定された。
令和７年度も引き続き、地区防災計画の作成支援を行う。

広畔住宅老朽化のため、新たな建設場所で整備を進めている。

地区防災計画の策定支援を実施し、３件の地区防災計画が策定された。

自主防災訓練の実施率（実施組
織／全組織：　７３）（％）
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【資料１③】
事業ＮＯ 2-2-22

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-23

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

870 83% - - 1,050

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-2-24

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

808 88% - - 920

98 89% - - 110

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-3-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-3-2

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

342 76% - - 450

≪事業評価≫

令和６年度

防犯啓発活動の推進

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 市民安全課

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 社会福祉課　危機管理課

新たに制度対象者となった方への制度案内をするとともに、同意のない方への同意推奨を行った。
また町内会等から制度説明の依頼があったため、まちかど講座を3回実施した。

令和6年度末での名簿掲載者数は7,071人で、そのうち平常時から民生委員等の避難支援等関係者へ情報
提供することに同意を得られたのは4,857人であった。同意を得られている割合は68.7％である。今後
も情報発信に努め、一層の制度の推進を図る。

避難行動要支援者支援制度の啓発

基本計画の位置づけ 2-3　認知症施策の推進

担当課 高齢福祉課

認知症本人を支援する専門職と認知症初期集中支援チームが効果的に連動し、必要な支援につなげるこ
とができています。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

交通安全教室参加者数（人）

交通安全教室(講話）では、主に老人クラブ会員を対象に自転車乗車時のヘルメット着用の重要性や、
加齢による身体機能低下等に起因する交通事故防止のため、運転免許自主返納に係る補助制度について
説明しました。
交通安全研修会は全2回開催し、1回目は交通安全リーダーと老人クラブ会員に参加を呼びかけ、教育セ
ンターにて座学形式で開催しました。2回目は交通安全リーダーに対し、コアラドライブ安城にて自動
ブレーキ体験や、シートベルトコンビンサー体験の他に、電動車椅子乗車体験等の実技型研修会を開催
しました。

認知症初期集中支援推進事業

高齢者を対象として全国的に多発している特殊詐欺を中心とし、他にも増加傾向にある自動車関連窃盗
について指導しました。併せて、特殊詐欺対策装置及び自家用防犯用具の設置啓発に努めました。犯罪
発生傾向を踏まえた実例紹介と予防策を分かりやすく説明し、犯罪被害の未然防止を図っています。

交通安全啓発活動の推進

基本計画の位置づけ 2-2　在宅生活の支援

担当課 市民安全課

見つかるつながるネットワーク
登録者数（累計：人）

GPSの貸与とともに、見つかるつながるネットワークにより、重層的な支援を実施しています。また、
令和２年６月から開始した認知症高齢者等個人賠償責任保険の登録者数は、342人（年度末現在）で
す。

認知症高齢者見守り事業

基本計画の位置づけ 2-3　認知症施策の推進

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

高齢者対象の防犯教室の参加者
数（人）

支援終了時に適切な医療や介護サービスへとつなげることができるよう、市と認知症初期集中支援チー
ムで定期的な情報共有の場を設けることで連携を図りながら支援しています。

交通安全研修会参加者数（人）
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【資料１③】

事業ＮＯ 2-3-3

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

29 116% - - 25

33 19% - - 175

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-3-4

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

12 86% - - 14

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-3-5

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-4-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-4-2

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

543 95% - - 570

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-4-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

認知症サポーターステップアッ
プ講座修了者数（累計：人）

町内会や職域の集まり、学校、サロン等で認知症サポーター養成講座を開催しています。子育て支援課
に協力を依頼し、夏休みを利用し、児童クラブで13回開催しました。認知症サポーター数累計15,045人
（年度末現在）

認知症サポーターの養成と活用

基本計画の位置づけ 2-3　認知症施策の推進

前年度より1か所減、12か所となりました。

従事者向け認知症対応力向上研修等の実施

基本計画の位置づけ 2-3　認知症施策の推進

担当課 高齢福祉課

認知症カフェの充実

基本計画の位置づけ 2-3　認知症施策の推進

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

認知症カフェか所数（累計：か
所）

担当課 高齢福祉課

担当課 高齢福祉課

居宅介護支援事業所やケアマネジャーへの周知ができ、対象人数が増加しています。

従事者向け研修は開催していません。

認知症をテーマとした地域包括ケアフォーラムをはじめ、在宅医療・介護連携のための研修参加を促
し、従事者のスキルアップを図りました。

在宅ねたきり高齢者等介護人手当事業

基本計画の位置づけ 2-4　介護者に対する支援

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

おむつ費用助成事業（人）

居宅介護支援事業所やケアマネジャーへの周知ができ、申請者数が増加しています。

市社協主催のリフレッシュツアーを年1回開催。

認知症サポーター養成講座
（回）

担当課 社会福祉協議会

リフレッシュツアー及び介護者のつどいは、介護者同士の情報交換やリフレッシュの場となっていま
す。

介護者のつどい（家族介護支援事業）

基本計画の位置づけ 2-4　介護者に対する支援

居宅介護支援事業所やケアマネジャーへの周知ができ、申請者数が増加しています。

おむつ費用助成事業

基本計画の位置づけ 2-4　介護者に対する支援
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【資料１③】

事業ＮＯ 2-4-4

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-5-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-5-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-5-3

≪事業の進捗状況≫
計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

1,017 102% - - 1,000

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-5-4

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-6-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

介護の基本的な技術や知識の習得、介護予防の知識のみならず、高齢者の健康管理やレクリエーション
技術の習得など、フレイル予防に必要な知識を啓発することができました。

多職種連携のための人材育成研修

基本計画の位置づけ 2-5　医療と介護連携の推進

担当課 高齢福祉課

ACPや多職種連携及び災害時対応を重点的なテーマとした在宅医療・介護連携推進のための研修会を、
計14回開催しました。すべての部会が研修会を開催し、参加者は延べ636人でした。すべての研修会が
対面開催で行われ、顔の見える関係づくりを行いながら多職種の連携強化を図りました。

介護者支援事業（介護教室の開催）

基本計画の位置づけ 2-4　介護者に対する支援

担当課 高齢福祉課　社会福祉協議会

ICT を活用した情報連携

基本計画の位置づけ 2-5　医療と介護連携の推進

担当課 高齢福祉課

基本計画の位置づけ 2-5　医療と介護連携の推進

担当課 高齢福祉課

今年度は市民・専門職に対する周知啓発を目的とした研修会等の企画運営を実施しました。ACP作業部
会を2回開催し、専門職にACPマニュアルを啓発するエンドオブライフ・ケア研修会を開催しました。市
民にはまちかど講座で計１２回、２７５名の方にわたしノートの啓発をしました。

エンドオブライフ・ケア研修会のファシリテーター育成、まちかど講座の講師向け研修会も開催し、専
門職と市民にACPについて啓発できる人材を増やすことができた。

医療・介護・福祉の専門職種間の相互理解を深めるための研修を行い、支援機関相互の連携体制を強化
しました。

看取り体制構築のための研修と市民啓発

令和６年度より市の直営で在宅医療サポートセンターを運営しておりますが、関係機関にご協力いただ
きながら相談対応も継続できています。引き続き関係機関と関係を構築し、連携を強化していきます。

高齢者虐待防止の推進

サルビー見守りネット登録療養者数は1,017人と増加しており、サルビー見守りネットを利用しての多
職種連携が一層進んでいます。

在宅医療に関する普及啓発

基本計画の位置づけ 2-5　医療と介護連携の推進

担当課 高齢福祉課

在宅医療サポートセンターでは、在宅医療に関する相談業務や医療と介護の連携推進のために、医師
会、安城更生病院、八千代病院、歯科医師会、薬剤師会と協力体制を構築しています。今年度は能登半
島地震におけるDMAT活動を振り返ってというテーマで多職種研修会を開催し、51名が参加しました。

基本計画の位置づけ 2-6　権利擁護等

担当課 高齢福祉課

在宅での通報は64件あり、虐待としての判断は29件でした。疑いも含め通報状況に応じてコア会議で虐
待の有無、緊急性の判断をし、支援計画に基づいて支援を行った後、評価会議を開催しました。虐待と
判断されなかったケースでも、必要に応じ継続的な支援をし、地域包括支援センター等の関係機関と連
携し対応しました。
施設虐待の通報は 3施設で3件あり、事実確認や再発防止と対応改善の指導をしました。
虐待防止や早期発見ができるよう民生委員や介護支援専門員等に、広報あんじょう等での虐待防止のた
めの啓発と周知を行っており、今後も継続していきます。

虐待事案対応件数　29件

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

サルビー見守りネット登録療養
者数（人）

愛知県市町村振興協会によるハートフルケアセミナーを、町内福祉委員会、地区社協、市社協等で延べ
55回開催しました。
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【資料１③】

事業ＮＯ 2-6-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-6-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 2-6-4

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

３　介護保険サービスの安定と充実

事業ＮＯ 2-6-5

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-1-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-1-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

老人保護措置事業

基本計画の位置づけ 2-6　権利擁護等

担当課 高齢福祉課

令和６年度は２人がお亡くなり、７人が入院・特養入所しました。新たに５人の方を入所措置しまし
た。

成年後見支援事業（相談支援、啓発及び法人後見事業）

基本計画の位置づけ 2-6　権利擁護等

担当課 社会福祉協議会　高齢福祉課

【高齢福祉課】
【社会福祉協議会】
認知症、知的障害、精神障害などにより判断能力の不十分な人の権利を守るため、低所得者と身寄りが
いない人などの後見人等の受任を継続しました。受任件数は昨年同数の１７件と増減はありませんでし
た。
制度の普及啓発として講演会の開催、パンフレットの配付、市民等からの相談対応、弁護士や司法書士
による相談会の開設など、中核機関事業の受託を継続しました。相談件数は、５７件から６３件に増加
しました。増加傾向が継続しています。

担当課 高齢福祉課

制度支援が必要な人の相談に応じ、適切な支援が行えました。今後も適切な支援を行っていきます。

制度支援が必要な人の相談に応じ、適切な支援が行えました。引き続き適切な支援を行います。

成年後見制度利用支援事業（市長申立て）

基本計画の位置づけ 2-6　権利擁護等

令和５年度は、医療機関や包括支援センターなど関係機関からの相談に対して３人の後見を市長申立
し、４人が審判まで至りました。

日常生活に不安を抱える認知症高齢者、知的障害のある人、精神障害のある人を対象に、福祉サービス
の利用援助や日常的な金銭管理などの支援を継続しました。
実利用件数は４３件から３５件に減少した一方、援助回数は３，８７８件から３，８８６件とほぼ変わ
りませんでした。

実利用件数は減少したものの、必要に応じて、ひとりひとりの契約者に対して適切な支援を実施した結
果、支援回数は昨年ほぼ同数となっています。
事業内容の周知については、専門職からの相談の都度、事業内容の説明に時間をかけて理解いただくこ
とを心掛け、事例を通じて事業内容に対する理解を深めていただくように工夫しました。

介護人材確保に関する意見交換会の実施

基本計画の位置づけ 3-1　介護人材の確保・離職防止

【高齢福祉課】
【社会福祉協議会】
法人後見業務では、死亡や新規受任者への対応のため支援回数が増えたものの、運営委員会の場で専門
職から助言をいただくなどをし、業務を適切に実施することができました。
市民等からの相談件数は６３件に増加しました。親族等に対する申立ての支援にも応じました。また、
制度の啓発では、特に制度の周知を必要と感じていた安城特別支援学校について、講演会の案内が各世
帯に行き渡るよう学校側と配布するチラシの枚数を調整するなど工夫して広報をしました。

福祉サービス利用援助事業

基本計画の位置づけ 2-6　権利擁護等

担当課 社会福祉協議会

多様な人材確保に向けた支援

基本計画の位置づけ 3-1　介護人材の確保・離職防止

担当課 高齢福祉課

市ウェブサイトにて介護の仕事に関する情報を周知した。

引き続き介護人材の確保につながる情報を発信します。

担当課 高齢福祉課

ケアマネット部会において、サービスの提供状況や人材確保の観点から聞き取りを実施した。

今後の状況を注視しつつ、介護人材確保のため実施方法を検討します。
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【資料１③】

事業ＮＯ 3-1-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-1-4

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

12 120% - - 10

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-1-5

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-2-1

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

4 0 - - 10

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-2-2

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

49 94% - - 52

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-2-3

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

4 100% - - 4

≪事業評価≫

令和６年度

介護事業所にて実施した研修について、３件補助を実施した。

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

介護関連資格取得補助事業交付
件数（件）

昨年度は９件だったが、１２件となり増加している。引き続き制度の周知に努めて行く。

昨年度まで活用がなかった制度だが、令和６年度から活用されるようになった。

介護関連資格取得等補助

基本計画の位置づけ 3-1　介護人材の確保・離職防止

介護の職場環境改善支援

基本計画の位置づけ 3-1　介護人材の確保・離職防止

担当課 高齢福祉課

職業安定所や近隣市と連携した事業ができないか検討している。

介護給付等費用適正化事業

基本計画の位置づけ 3-2　的確で質の高いサービスの提供

担当課 高齢福祉課

介護人材確保対策

基本計画の位置づけ 3-1　介護人材の確保・離職防止

担当課 高齢福祉課

刈谷の職業安定所が実施している介護保険事業所の就職相談会を視察し、求職状況を確認した。

ケアプラン指導研修事業

基本計画の位置づけ 3-2　的確で質の高いサービスの提供

担当課 高齢福祉課

基本計画の位置づけ 3-2　的確で質の高いサービスの提供

担当課 高齢福祉課

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

介護サービス事業者等への運営
指導数（件）

計画通りに指導を実施することができた。35法人、49事業所、70サービスであった。
また、愛知県による指導は、12法人、19事業所、35サービスであった。
なお、安城市で初めて指定取消の処分を行った。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

ケアプランチェック実施事業者
数（か所／年）

郵便でのやり取りにより、年間４事業所（１１件）に対して実施しました。

介護サービス事業者等への指導・監督

介護支援専門員のスキルアップのため、介護支援専門員研修を開催しました。「ICFを実践に活かせる
よう身につけよう」や「認知症の方の介護者に対する理解と支援」など、介護支援専門員のケアマネジ
メントを考える研修を行い、のべ218人の参加がありました。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

ケアプラン指導研修会開催数
（回）
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事業ＮＯ 3-2-4

≪事業の進捗状況≫

計画目標

R６ R７ R８
対計画
R６

対計画
R７

対計画
R８ 令和８年度

239 53% - - 450

2,752 56% - - 4,900

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-2-5

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-3-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-3-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-3-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-3-4

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-3-5

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

介護保険制度趣旨普及事業

基本計画の位置づけ 3-2　的確で質の高いサービスの提供

担当課 高齢福祉課

まちかど講座の依頼が７件あり全て実施した。各種パンフレットの作成は例年どおり行いました。

町内会などから依頼をいただき、まちかど講座を実施することができた。引き続き、情報発信に努めま
す。

担当課 高齢福祉課

コロナの影響は少しあったが、１年間を通して活動することができた。

介護サービス相談員派遣数
（回）

介護サービス相談員派遣事業

基本計画の位置づけ 3-2　的確で質の高いサービスの提供

あんジョイプラン10の最初の年ということで、計画の説明も行った。次年度以降は、計画との乖離と分
析を実施していく。

地域密着型サービス運営委員会

基本計画の位置づけ 3-3　介護保険事業の円滑な運営

介護保険・地域包括支援センター運営協議会

基本計画の位置づけ 3-3　介護保険事業の円滑な運営

担当課 高齢福祉課

定例の年２回開催（７月、３月）して、介護保険の運営状況管理や高齢者福祉計画・介護保険事業計画
の進捗管理を実施しました。

介護保険事業者連絡調整会議

基本計画の位置づけ 3-3　介護保険事業の円滑な運営

担当課 高齢福祉課

令和６年度は８月及び３月に開催し、８月は、資料を市ウェブサイトに掲載し質問を受けつける形式で
行いましたが、３月は、コロナ５類移行後初対面で実施した。

対面での実施は、市・事業所双方に負担が大きいため、代替手段を検討します。

担当課 高齢福祉課

地域密着型サービスの適正な運営の確保を図るため、第三者による委員会を設置。令和６年度は２回対
面にて実施しました。

介護予防支援事業所を２件承認しました。

介護保険利用者負担額軽減措置事業

基本計画の位置づけ 3-3　介護保険事業の円滑な運営

担当課 高齢福祉課

要件を満たし認定を受けた利用者１５人に支給しました。

区　　　分
実 績 及 び 計 画 目 標 に 対 す る 比 率

介護サービス相談員への相談数
（人）

所得が低く、生計が困難な人に対し、在宅サービスを利用したときの自己負担を軽減する事業であり、
今後も必要です。

社会福祉法人による利用者負担額軽減制度事業

基本計画の位置づけ 3-3　介護保険事業の円滑な運営

担当課 高齢福祉課

要件を満たし認定を受けた利用者６９人に支給しました。

対象者の申請漏れを防止するためには、制度内容の周知が重要ですが、利用者だけではなく、ケアマネ
ジャーにも広く周知していくことが重要です。
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事業ＮＯ 3-4-1

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-4-2

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

事業ＮＯ 3-4-3

≪事業の進捗状況≫

令和６年度

≪事業評価≫

令和６年度

認定率が上昇すると給付額が伸びるが、安城市は近隣市に比べると認定率は低い。

基本方針の周知啓発事業

基本計画の位置づけ 3-4　保険者機能の強化

担当課 高齢福祉課

本市ウエブサイトにて周知し、啓発している。

方針のみならず、効果的な支援方法に関する基準等と合わせて周知できている。

あんジョイプラン進捗状況管理

基本計画の位置づけ 3-4　保険者機能の強化

担当課 高齢福祉課

令和６年度の介護保険利用人数及び給付費の実績値を把握し、計画値との乖離を分析した。

施設系のサービスは、計画値との乖離はあまり見られなかった。
居宅系のサービスは、訪問介護、訪問看護、短期入所療養介護（老健）の増加している。

介護保険事業の改善報告事業

基本計画の位置づけ 3-4　保険者機能の強化

担当課 高齢福祉課

見える化システムを活用して、近隣市との比較を実施した。
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あんジョイプラン１０
第５章　介護保険事業計画

  介護保険事業

(１) 高齢者人口

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和6 対計画比 令和6/令和5 前年比

計画 191,450人 192,045人 188,237人 98.02%

実績 188,999人 188,456人 187,867人 99.69%

計画 65,379人 65,926人 66,356人 100.65%

実績 65,445人 65,904人 66,181人 100.42%

計画 41,108人 41,442人 41,671人 100.55%

実績 41,013人 41,250人 41,540人 100.70%

計画 20,080人 19,214人 18,461人 96.08%

実績 20,076人 19,232人 18,400人 95.67%

計画 21,028人 22,228人 23,210人 104.42%

実績 20,937人 22,018人 23,140人 105.10%

計画 21.5% 21.6% 22.1%

実績 21.7% 21.9% 22.1%

●表注
　計画：各年度１０月１日における人口の見込数値
　実績：各年度１０月１日における住民基本台帳及び外国人登録数に基づく数値
　前期高齢者：６５歳～７４歳　後期高齢者：７５歳以上

●評価
　高齢者人口はほぼ計画値どおりですが、高齢化率が若干上がっています。
　また、令和6年１０月１日現在の、全国の割合（29.3％）や、愛知県の割合（25.8％）と比較すると、低くなっていま
す。

区            分

総人口

高齢化率

４０歳～６４歳人
口

（第２号被保険者）

６５歳以上人口
（第１号被保険者）

前期高齢者数

後期高齢者数

99.80%

99.88%

99.70%

99.67%

99.69%

99.74%
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(2)  介護保険３施設及び居住系サービスの利用者数 １月/人

令和４年度 令和５年度 令和６年度 対計画比 前年比

計画 796人 800人 845人 105.63%

実績 743人 786人 796人 101.27%

計画 470人 472人 510人 108.05%

実績 433人 433人 478人 110.39%

計画 319人 320人 317人 99.06%

実績 295人 336人 302人 89.88%

計画 0人 0人 0人 -

実績 0人 0人 0人 -

計画 7人 8人 18人 225.00%

実績 15人 17人 16人 94.12%

計画 437人 456人 423人 92.76%

実績 370人 386人 418人 108.29%

計画 52人 53人 39人 73.58%

実績 31人 38人 36人 94.74%

計画 240人 258人 242人 93.80%

実績 212人 211人 238人 112.80%

計画 87人 87人 82人 94.25%

実績 71人 81人 85人 104.94%

計画 58人 58人 60人 103.45%

実績 56人 56人 59人 105.36%

計画 8人 8人 9人 112.50%

実績 10人 6人 6人 100.00%

計画 5人 5人 6人 120.00%

実績 7人 4人 4人 100.00%

計画 3人 3人 3人 100.00%

実績 3人 2人 2人 100.00%

計画 1,241人 1,264人 1,277人 101.03%

実績 1,123人 1,178人 1,220人 103.57%

区            分

居住系サービス利用者数（要介護計）

居住系サービス利用者数（要支援計）

地域密着型特定施設入居者生活介護

施設サービスの利用者数

介護医療院

介護療養型医療施設

認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設

特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

総計

介護老人保健施設

介護予防特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設 98.33%

103.66%

98.35%

92.31%

98.82%

95.54%

66.67%

66.67%

66.67%

●表注
　計画：各年度の利用者見込み数
　実績：各年度の１０月利用者実績数

●評価
　対計画比においてはほとんどのサービスで大きな乖離はみられないが、要支援の居住系サービスが実績より
下げている。前年比では、「介護老人保健施設」と「介護医療院」「特定施設入居者生活介護」が少し下げてい
る。

94.20%

93.73%

-

95.27%

88.89%
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（３）　介護給付及び予防給付に係る（居宅）サービス量

＜居宅サービス・地域密着型サービス量＞
令和４年度 令和５年度 令和６年度 対計画比 対前年比

①居宅サービス
計画 7,992 8,292 9,072 109.41%
実績 8,112 8,507 8,740 102.74%
計画 241,742 251,264 303,324 120.72%
実績 278,310 293,222 319,330 108.90%
計画 1,332 1,428 1,392 97.48%
実績 1,391 1,272 1,192 93.71%
計画 8,214 8,746 7,368 84.25%
実績 7,392 6,974 6,225 89.26%
計画 4,680 4,932 5,808 117.76%
実績 5,110 5,534 5,939 107.32%
計画 39,344 41,426 50,628 122.21%
実績 45,589 49,353 56,840 115.17%
計画 1,776 1,836 1,512 82.35%
実績 1,522 1,360 1,306 96.03%
計画 20,465 21,220 15,144 71.37%
実績 15,345 13,766 13,235 96.14%
計画 10,452 11,004 12,876 117.01%
実績 10,735 11,420 12,301 107.71%
計画 15,048 15,816 13,344 84.37%
実績 13,357 13,020 13,194 101.34%
計画 186,804 196,451 157,872 80.36%
実績 161,735 156,667 154,752 98.78%
計画 5,484 5,688 4,704 82.70%
実績 4,436 4,643 4,525 97.46%
計画 47,821 49,583 38,832 78.32%
実績 37,255 39,528 39,669 100.36%
計画 4,548 4,716 5,196 110.18%
実績 4,610 4,628 4,458 96.33%
計画 51,119 53,120 59,280 111.60%
実績 52,980 55,492 53,255 95.97%
計画 1,968 2,040 1,512 74.12%
実績 1,462 1,602 1,569 97.94%
計画 16,667 17,268 12,648 73.25%
実績 11,617 12,917 13,267 102.71%
計画 21,996 22,764 21,276 93.46%
実績 20,715 21,143 21,605 102.19%
計画 372 384 396 103.13%
実績 330 307 358 116.61%
計画 312 324 240 74.07%
実績 252 226 209 92.48%
計画 624 636 468 73.58%
実績 413 464 421 90.73%
計画 31,020 31,800 29,880 93.96%
実績 28,847 28,911 29,789 103.04%

人

福祉用具貸与 人

特定福祉用具販売 人

住宅改修 人

特定施設入居者
生活介護

人

居宅介護支援

96.34%

105.28%

日

通所介護
人

回

通所
リハビリテーション

人

回

短期入所
生活介護

人

日

短期入所
療養介護

人

85.63%

84.49%

102.26%

112.27%

86.38%

87.39%

95.53%

サービス種類

訪問介護
人

回

訪問
リハビリテーション

人

回

居宅療養管理指導 人

訪問入浴介護
人

回

訪問看護
人

回

99.70%

98.88%

98.02%

96.19%

102.16%

85.80%

89.84%

103.77%

104.89%

101.55%

90.40%

87.08%

89.96%
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②地域密着型サービス
令和４年度 令和５年度 令和６年度 対計画比 対前年比

計画 732 768 648 84.38%
実績 599 582 646 111.00%
計画 3,528 3,636 3,288 90.43%
実績 3,157 3,214 3,385 105.32%
計画 39,797 41,042 32,952 80.29%
実績 31,553 35,239 35,957 102.04%
計画 288 324 288 88.89%
実績 251 207 145 70.05%
計画 4,073 4,546 2,832 62.30%
実績 2,678 2,250 1,569 69.73%
計画 924 960 756 78.75%
実績 729 732 747 102.05%
計画 132 144 312 216.67%
実績 178 201 325 161.69%
計画 2,880 3,096 2,904 93.80%
実績 2,697 2,647 2,706 102.23%
計画 1,044 1,044 984 94.25%
実績 892 978 916 93.66%
計画 696 696 720 103.45%
実績 696 698 620 88.83%

小規模多機能型
居宅介護

人

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

人

地域密着型通所介護
人

回

認知症対応型
共同生活介護

人

地域密着型特定施設
入居者生活介護

人

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

人

看護小規模多機能型
居宅介護

人

認知症対応型通所介護
人

回

サービス種類

86.11%

99.69%

102.95%

109.12%

50.35%

55.40%

98.81%

104.17%

93.18%

93.09%
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＜介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス量＞
令和４年度 令和５年度 令和６年度 対計画比 対前年比

①介護予防サービス
計画 12 12 24 200.00%
実績 11 18 27 150.00%
計画 78 78 60 76.92%
実績 62 54 75 138.89%
計画 960 996 2,220 222.89%
実績 1,252 1,479 1,540 104.12%
計画 5,498 5,711 14,676 256.99%
実績 8,070 9,805 9,817 100.12%
計画 732 744 588 79.03%
実績 607 611 647 105.89%
計画 6,716 6,830 5,664 82.92%
実績 5,405 5,389 5,680 105.40%
計画 888 924 1,512 163.64%
実績 1,022 1,153 1,140 98.87%
計画 2,604 2,652 2,568 96.83%
実績 2,565 2,580 2,692 104.34%
計画 252 252 372 147.62%
実績 303 288 381 132.29%
計画 1,477 1,477 1,968 133.23%
実績 1,551 1,455 2,102 144.47%
計画 72 84 120 142.86%
実績 55 80 65 81.25%
計画 558 604 1,140 188.87%
実績 530 626 309 49.36%
計画 11,424 12,204 14,904 122.12%
実績 11,151 12,006 13,041 108.62%
計画 228 228 216 94.74%
実績 200 202 244 120.79%
計画 240 264 264 100.00%
実績 229 245 243 99.18%
計画 60 60 72 120.00%
実績 74 74 52 70.27%
計画 12,720 13,188 15,120 114.65%
実績 12,840 13,730 14,595 106.30%

②地域密着型介護予防サービス
計画 72 84 216 257.14%
実績 101 111 168 151.35%
計画 36 36 36 100.00%
実績 36 39 19 48.72%

●表注
　計画：各年度の年間介護予防サービス量の見込み数
　実績：各年度の年間介護予防サービス量の実績数

●評価
　計画値と実績値について20%を超える乖離は、多くのサービスで見られないが、令和６年度になって「認知症
対応型通所介護」の事業所が１件廃止となったため、大きく下げている。また、対前年比では、ほとんどのサービ
スが伸びか横ばいの中、「訪問入浴介護」と「介護予防認知症対応型共同生活介護」が下げている。

介護予防
特定福祉用具販売

人

介護予防住宅改修 人

介護予防特定施設入居者
生活介護

人

介護予防認知症対応型
共同生活介護

人

介護予防支援 人

介護予防小規模多機能型
居宅介護

人

介護予防短期入所
療養介護

人

日

介護予防
福祉用具貸与

人

介護予防通所
リハビリテーション

人

介護予防短期入所
生活介護

人

日

介護予防訪問
リハビリテーション

人

回

介護予防居宅療養管理指導 人

介護予防訪問入浴介護
人

回

介護予防訪問看護
人

回

サービス種類

75.40%

104.83%

102.42%

106.81%

112.50%

125.00%

69.37%

66.89%

110.03%

100.28%

54.17%

27.11%

87.50%

112.96%

92.05%

72.22%

96.53%

77.78%

52.78%
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【資料１④】

（４）　給付費等

令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 9,231,850,000円 9,536,399,000円 9,528,617,000円 

実績 8,547,437,638円 8,937,951,671円 9,292,400,257円 

計画 345,223,000円 358,702,000円 445,812,000円 

実績 365,652,512円 372,801,030円 398,480,782円 

計画 9,577,073,000円 9,895,101,000円 9,974,429,000円 

実績 8,913,090,150円 9,310,752,701円 9,690,881,039円 

令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 9,577,073,000円 9,895,101,000円 9,974,429,000円 

実績 8,913,090,150円 9,310,752,701円 9,690,881,039円 

計画 148,437,000円 154,288,000円 152,677,000円 

実績 122,049,086円 117,991,276円 115,251,364円 

計画 177,450,000円 184,443,000円 223,943,000円 

実績 184,892,014円 201,408,261円 221,047,763円 

計画 25,680,000円 26,691,000円 38,600,000円 

実績 30,401,914円 32,855,321円 37,407,930円 

計画 5,609,000円 5,831,000円 6,120,000円 

実績 5,721,431円 5,895,862円 6,115,369円 

計画 9,934,249,000円 10,266,354,000円 10,395,769,000円 

実績 9,256,154,595円 9,668,903,421円 10,070,703,465円 

令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 833,655,000円 853,581,000円 753,167,000円 

実績 709,361,734円 734,281,918円 747,700,139円 

計画 413,799,000円 431,957,000円 388,511,000円 

実績 350,463,276円 361,396,279円 373,140,537円 

計画 419,856,000円 421,624,000円 364,656,000円 

実績 358,898,458円 372,885,639円 374,559,602円 

＜総給付費＞

　算定対象
審査支払手数料

＜地域支援事業費＞

区　　分

標準給付費見込額

高額医療合算介護
サービス費等給付額

介護給付費計（Ⅰ）

区　　分

区　　分

総給付費（一定以上所得者
負担の調整後）

特定入所者介護
サービス費等給付額

高額介護サービス費
等給付額

＜標準給付費＞

予防給付費計（Ⅱ）

総給付費（合計）
（Ⅲ）＝（Ⅰ）＋（Ⅱ）

地域支援事業費

介護予防・日常生活支援
総合事業費

包括的支援事業
・任意事業

●表注
　サービスは各年３月から翌年２月提供分

●評価
　令和６年度の介護給付、予防給付サービスに係る総給付費については、計画値に対する実績値の比率は97.16％となっ
ている。低所得者に対する補足給付である、特定入所者介護サービス費用や高額介護サービス費等給付費、審査支払手数料
等を含めた標準給付費については、計画値に対する実績値は96.87％となっている。
　地域支援事業費は、令和６年度計画値に対する実績値の比率は、99.27％となっている。全体的に、計画通りに実施でき
ている。
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令和６年度介護保険事業特別会計決算（案）について（報告） 【資料２】

１　介護保険の実施状況について

（１）被保険者数・高齢化率

令和５年４月１日

（２）要介護（要支援）認定者数

ア　認定申請件数

区分

新規申請

更新等申請

合計

月平均

介護認定審
査会開催数

イ　認定者数 単位：人

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

令和
４年度末

第１号被保険者 1,163 860 1,170 779 582 804 483 5,841

第２号被保険者 30 31 12 29 19 24 24 169

合計 1,193 891 1,182 808 601 828 507 6,010

第１号被保険者 1,165 934 1,178 860 585 760 503 5,985

第２号被保険者 25 34 18 29 15 20 24 165

合計 1,190 968 1,196 889 600 780 527 6,150

第１号被保険者 1,229 1,000 1,215 896 608 854 480 6,282

第２号被保険者 30 43 13 28 19 25 25 183

合計 1,259 1,043 1,228 924 627 879 505 6,465

第２号被保険者

65,668 人

66,020 人

66,335 人

令和６年４月１日

令和７年４月１日

第１号被保険者

41,015 人

41,326 人

41,564 人

時点

令和４年度 令和５年度

令和
５年度末

令和
６年度末

区分

1,692 件

4,150 件

高齢化率

21.70%

21.87%

22.17%

合計

106,683 人

107,346 人

107,899 人

令和６年度

1,906 件

3,706 件

467 件

1,778 件

3,482 件

230 回

5,842 件

487 件

225 回

5,260 件

438 件

225 回

5,612 件

 37



令和６年度介護保険事業特別会計決算（案）について（報告） 【資料２】
２　令和６年度介護保険事業特別会計決算（案）について

（１）歳入 単位：円

令和５年度
決算額

令和６年度
予算額

令和６年度
決算額

対前年比

2,733,651,215 2,736,809,000 2,753,241,003 100.7%

83,483 50,000 147,518 176.7%

2,173,607,191 2,093,802,000 2,092,011,993 96.2%

介護給付費負担金 1,857,511,472 1,832,994,000 1,832,994,964 98.7%

調整交付金 75,192,000 40,087,000 40,052,000 53.3%

特別調整交付金 405,000 1,000 35,000 8.6%

地域支援事業交付金（総合事業） 65,083,585 60,694,000 60,084,864 92.3%

地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業） 132,694,134 124,371,000 123,189,165 92.8%

保険者機能強化推進交付金 15,994,000 10,034,000 10,034,000 62.7%

介護保険保険者努力支援交付金 22,712,000 25,620,000 25,620,000 112.8%

災害時臨時特例補助金 15,000 1,000 2,000 13.3%

介護保険事業費補助金 4,000,000 0 0 0.0%

2,710,714,224 2,835,983,000 2,719,957,256 100.3%

介護給付費交付金 2,626,112,818 2,751,381,000 2,631,353,109 100.2%

地域支援事業交付金 84,601,406 84,602,000 88,604,147 104.7%

1,443,514,057 1,494,227,000 1,501,912,420 104.0%

介護給付費負担金 1,338,136,000 1,395,358,000 1,403,634,173 104.9%

地域支援事業交付金（総合事業） 39,030,991 36,684,000 36,683,665 94.0%

地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業） 66,347,066 62,185,000 61,594,582 92.8%

4,234,000 7,912,000 7,912,000 186.9%

1,779,598,089 1,957,750,000 1,856,269,134 104.3%

介護給付費繰入金 1,206,494,032 1,259,581,000 1,258,320,080 104.3%

地域支援事業繰入金（総合事業） 39,806,086 39,031,000 41,331,499 103.8%

地域支援事業繰入金（包括的支援事業・任意事業） 57,177,692 66,938,000 58,052,675 101.5%

低所得者保険料軽減繰入金 81,587,670 90,688,000 90,688,596 111.2%

その他一般会計繰入金 394,532,609 501,512,000 407,876,284 103.4%

介護給付費準備基金繰入金 0 0 0 -

595,556,200 339,436,000 339,436,018 57.0%

19,007,007 3,000 4,446,625 23.4%

11,459,965,466 11,465,972,000 11,275,333,967 98.4%

339,436,018 - 59,274,754 17.5%

国庫支出金

翌年度繰越金

科目

保険料

手数料

合計

諸収入

繰越金

繰入金

財産収入

県支出金

支払基金交付金（第２号被保険者保険料）
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令和６年度介護保険事業特別会計決算（案）について（報告） 【資料２】
（２）歳出 単位：円

令和５年度
決算額

令和６年度
予算額

令和６年度
決算額

対前年比

281,377,783 323,272,000 292,556,106 104.0%

9,668,903,421 10,190,300,000 10,070,703,465 104.2%

居宅介護サービス給付費 4,083,534,965 4,224,064,000 4,178,084,955 102.3%

地域密着型介護サービス給付費 1,750,486,589 1,829,260,000 1,829,259,082 104.5%

施設介護サービス給付費 2,616,507,487 2,806,000,000 2,786,381,106 106.5%

居宅介護サービス計画給付費 487,422,630 498,676,000 498,675,114 102.3%

介護予防サービス給付費 289,206,355 330,000,000 310,509,884 107.4%

地域密着型介護予防サービス給付費 17,795,440 25,000,000 17,660,182 99.2%

介護予防サービス計画給付費 65,799,235 74,000,000 70,310,716 106.9%

審査支払手数料等 5,895,862 7,000,000 6,115,369 103.7%

高額介護サービス等費 201,408,261 231,800,000 221,047,763 109.8%

高額医療合算介護サービス等費 32,855,321 39,400,000 37,407,930 113.9%

特定入所者介護サービス等費 117,991,276 125,100,000 115,251,364 97.7%

734,281,918 838,688,000 747,700,139 101.8%

介護予防・生活支援サービス事業費 311,423,781 356,174,000 321,264,010 103.2%

一般介護予防事業費 49,366,204 60,903,000 51,253,742 103.8%

包括的支援事業費・任意事業費 372,885,639 420,811,000 374,559,602 100.4%

その他諸費 606,294 800,000 622,785 102.7%

280,234,000 7,912,000 7,912,000 2.8%

155,732,326 106,900,000 97,187,503 62.4%

11,120,529,448 11,467,072,000 11,216,059,213 100.9%

1,235,612,000円

（３）各事業の財源割合 s
国 都道府県 市町村 第１号保険料 第２号保険料

居宅給付 25.0% 12.5% 12.5% 23.0% 27.0%

施設等給付 20.0% 17.5% 12.5% 23.0% 27.0%

総合事業 25.0% 12.5% 12.5% 23.0% 27.0%

包括的支援事業
任意事業

38.5% 19.25% 19.25% 23.0% なし

給付費

地域支援事業

科目

総務費

保険給付費

地域支援事業費

介護給付費準備基金積立金

諸支出金

合計

基金保有額（令和７年５月末現在）
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  【資料３】 

40 

介護予防支援事業所の新規指定について 

 令和６年４月１日から介護保険法が改正され、今までは、地域包括支援センターから委

託を受けて、サービスを提供していましたが、「指定居宅介護支援事業者」が市から追加の

指定を受けて介護予防支援を実施できるようになり、単位数も変更となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この改正に伴い、令和６年の９月議会において「安城市附属機関の設置に関する条例」を

改正し、改正後から「安城市介護保険地域密着型サービス等運営委員会」において、新規指

定時に意見を伺い、指定を行いました。 

 ＜新規指定事業所 ２事業所＞ 

①ゴールドケア 指定年月日：令和６年１２月１日  

令和６年１１月１４日の地域密着型サービス等運営委員会にて承認 

 

②居宅介護支援事業所ひがしばた 指定年月日：令和７年４月１日  

令和７年２月１３日の地域密着型サービス等運営委員会にて承認 



　令和6年度地域包括支援センター事業の事業報告
１　相談業務

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

総合相談支援 件 18,889 22,443 24,529 109% 2,693 4,337 4,427 3,486 2,567 1,315 1,685 4,019

権利擁護 件 1,067 1,125 1,683 150% 224 243 78 356 237 89 263 193

包括的・継続的ケアマネジメント支援 件 3,102 3,132 3,872 124% 639 272 178 671 653 820 256 383

介護予防ケアマネジメント 件 45,761 50,435 52,741 105% 5,989 12,924 4,514 10,407 5,475 4,271 3,782 5,379

件 68,819 77,135 82,825 107% 9,545 17,776 9,197 14,920 8,932 6,495 5,986 9,974

２　相談方法

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

電　話 件 34,902 37,485 42,045 112% 2,217 9,932 4,274 8,714 4,768 3,948 2,640 5,552

来　所 件 2,322 2,634 2,520 96% 172 620 598 306 246 108 119 351

訪　問 件 15,847 17,441 19,416 111% 3,124 2,189 2,342 2,691 2,527 2,254 1,953 2,336

連絡調整 件 15,748 19,575 18,844 96% 4,032 5,035 1,983 3,209 1,391 185 1,274 1,735

件 68,819 77,135 82,825 107% 9,545 17,776 9,197 14,920 8,932 6,495 5,986 9,974

３　相談事業実績

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

延相談件数 件 68,819 77,135 82,825 107% 9,545 17,776 9,197 14,920 8,932 6,495 5,986 9,974

相談実人数 人 19,147 21,932 23,261 106% 2,736 4,494 3,262 3,403 2,674 2,033 2,031 2,628

　うち新規相談人数 人 4,657 4,963 5,308 107% 545 897 765 715 657 549 466 714

時間外相談件数 件 631 531 764 144% 56 212 70 278 50 4 6 88

件 715 773 1,096 142% 135 126 69 241 194 68 108 155

人 84 80 87 109% 15 18 10 7 7 8 9 13

件 39 92 75 82% 22 19 9 21 0 0 0 4

人 14 24 16 67% 2 3 4 4 0 0 0 3

４　会議　(保健・医療・福祉等の関係機関や団体の関係者との連絡調整に関する会議等）

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

回 198 155 131 85% 24 17 17 15 16 13 18 11

回 85 90 79 88% 13 9 10 15 15 6 5 6

回 113 65 52 80% 11 8 7 0 1 7 13 5

回 26 19 10 53% 1 2 1 1 1 1 1 2

回 8 8 8 100% 0 0 0 0 0 0 0 8

保健福祉部会 回 79 80 80 100% 10 10 10 10 10 10 10 10

生活支援ネットワーク会議 回 34 25 19 76% 3 2 2 2 1 1 3 5

上記以外の会議 回 1,006 1,013 1,142 113% 160 135 134 137 151 126 149 150

５　介護支援専門員への支援

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

サービス担当者会議出席件数 件 218 226 300 133% 34 53 27 14 13 46 50 63

相談対応及び助言・指導 件 871 480 479 100% 31 124 89 21 6 87 39 82

６　医療関係者との相談・連絡調整（在宅医療・介護連携推進事業関連）

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

相談件数 件 1,932 342 321 196 362 23 92 149 447

７　生活支援コーディネーターとの連絡調整（生活支援体制整備事業関連）

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

連絡調整回数 回 677 448 752 168% 48 356 133 48 4 62 44 57

８　認知症初期集中支援チームへの依頼件数（認知症総合支援事業関連）

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

依頼件数 件 130 150 162 108% 20 6 13 46 5 15 3 54

９　介護予防ケアマネジメント

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

包括直接 件 10,757 11,118 12,035 108% 1,756 1,989 1,426 2,024 1,297 918 971 1,654

要支援(請求数) 業務委託 件 3,302 3,017 3,017 100% 340 282 156 341 563 634 341 360

合計 件 14,059 14,135 15,052 106% 2,096 2,271 1,582 2,365 1,860 1,552 1,312 2,014

包括直接 件 4,504 4,608 4,674 101% 688 874 613 1,028 406 433 250 382

業務委託 件 813 753 781 104% 76 82 73 52 130 197 69 102

合計 件 5,317 5,361 5,455 102% 764 956 686 1,080 536 630 319 484

暫定プラン 件 223 210 338 161% 38 91 58 55 47 2 11 36

契約件数（再委託含む） 件 403 643 660 103% 77 137 108 92 76 45 58 67

サービス担当者会議 回 2,178 2,151 2,301 107% 388 460 278 355 230 101 198 291

１０　その他

R4 R5 R6 R6/R5 さとまち 中部 八千代 更生 松井 あんのん館 ひがしばた 小川の里

地域活動等参加 回 641 781 736 94% 103 71 178 21 87 115 47 114

研修会開催・参加 回 381 375 358 95% 45 50 49 15 71 57 25 46

成年後見事例
件数

　うち新規相談人数

計

計

虐待事例相談
件数

　うち新規相談人数

ケアマネジメントA(請求数)

地域ケア会議

地域ケア個別会議　計

地域ケア個別会議（困難ケース）

地域ケア個別会議（自立支援検討）

地域ケア地区会議

地域ケア推進会議

4
1

【
資
料
４
①
】



令和６年度地域包括支援センター事業の決算状況（案）

センター名 担当地区 当初予算額(円) 決算額(円)

さとまち 東山 24,600,000 22,812,934

中部 安城北 32,400,000 26,882,076

八千代 篠目 24,600,000 24,457,814

更生 安城南 32,400,000 32,400,000

松井 安祥 24,600,000 23,373,726

あんのん館 安城西 25,600,000 15,455,686

ひがしばた 明祥 24,100,000 21,392,000

小川の里 桜井 24,600,000 22,116,560

212,900,000 188,890,796

内訳：人件費及び事務費

合　計

【資料４②】
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【資料５】

介護予防支援業務の一部委託について
（R7年2月からR7年5月末までの新規分）

安城市地域包括支援センター八千代（篠目中学校区）

地　区 件　数

1 安城市 1

安城市地域包括支援センター松井（安祥中学校区)

地　区 件　数

1 安城市 1

(参考）委託契約事業所数及び件数

  契約事業所数　　 27事業所

センター名 契約事業所数 契約件数

さとまち 9 33

中部 10 35

八千代 10 20

更生 15 28

松井 15 71

あんのん館 12 66

ひがしばた 7 39

小川の里 8 46

86 338

（市内25事業所　市外2事業所）

事　業　所　名

ケアサポート八千代

事　業　所　名

ライフサポート居宅介護支援事業所
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